
請願第 ４ 号 

 

新たな住宅セーフティネット制度に関する請願 

 
１ 受理年月日 平成 30年 11月 19日 

 
２ 請 願 者 立川市柴崎町４－５－３いわなビル１階 

         東京多摩借地借家人組合 

          代表者 細谷 紫朗 

 

３ 紹介議員  永元 須摩子          

 
４ 請願の要旨 

（１） 平成 30年３月 30日付東京都住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画に基づき、当該市町 

村の区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進計画を作成してください。

特に、低額所得者や高齢者などの特に配慮を要する入居者の専用住宅の登録数の目標を明確

にし、取り組みを強化してください。 

（２） 住宅確保要配慮者に対する居住支援活動、民間賃貸住宅への円滑入居を促進するために居 

住支援協議会を早期に設置してください。また、居住支援を行う居住支援法人の指定の促進

に向けて独自の支援を行ってください。 

（３） 住宅確保要配慮者の入居を拒まない登録住宅の確保や居住支援の強化に向けて専門の住宅 

担当部局を設置するなど自治体の体制を強化してください。 

（４） 自治体独自でも家賃補助制度に積極的に取り組んでください。 

 

５ 請願の理由 

 昨年 10 月に国の改正住宅セーフティネット法が施行され、低額所得者、高齢者、障害者などの

住宅確保要配慮者の入居を断らない住宅を自治体に登録する新たな住宅セーフティネット制度が

スタートしましたが、法施行から１年が経過（10 月 23 日現在）しても登録数は全国で年間５万戸

の目標の約 7.6％（東京都 267 戸、年間目標の 8.9％）と大変低調です。東京都の調査では都内で

ネットカフェ難民が約 4000 人に上り、その内 75％が派遣労働者やアルバイトなど不安定労働者で

あるとのことです。民間賃貸住宅の高家賃化で、初期費用の確保、安定した住まいを確保できない

「ハウジングプアー」層が増大しています。空き家等を活用した新たな住宅セーフティネット制度

が機能するためには国の支援と同時に自治体の取り組みが重要になっています。貸主に対する改修

費や家賃低廉化・家賃債務保証料の補助制度などを活用して住まいの確保に困っている人達の入居

支援に自治体として積極的に取り組んでください。 


